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り抑制されたことから、PGE2は当該遺伝子群の発
現を抑制するといったネガティブフィードバック作
用を有することが考えられる。
　選択的cox－2阻害剤は、　PGE2産生を抑制するこ
とにより急性炎症を抑制することは周知の事実であ
るが、同時に細胞外マトリックスの破壊および慢性
疹痛に対してはむしろ増悪させてしまう可能性が危
惧され．る。
P3－41．
ビスフォスフォネート系薬剤関連顎骨壊死症例
のCT値による検討
（社会人大学院三年・口腔外科学）
○浜田　勇人
（口腔外科学）
　松尾　　朗、森光　麗子、里見　貴史
　金子　忠良、近津　大地
【緒言】　ビスフォスフォネート（BP）系薬剤投与
に起因する顎骨壊死（BRONJ）の報告はMarx以来
欧米では2，500例を超えている。本病変の多くは癌
の骨転移などに対する注射剤で発症するが内服薬で
の報告も認められる。わが国でもBRONJが急増し
ているが難治性である。特に本疾患の発症リスクを
減少するためには早期発見が必須であるものの、画
像診断法はまだ確立されていない。
　今回われわれはBP系薬剤投与に起因するBRONJ
症例に対しCT撮影を行い、　CT値からBRONJの発
症を予測できるか検討した。
【対象】　東京医科大学病院歯科口腔外科を受診した
BP系薬剤投与患者で、アメリカロ腔顎顔面外科学
会（AAOMS）の定義にてBRONJと診断された20例。
BP系薬剤非投与で顎骨内に病変を認めない患者20
例を対象とした。
【方法】下顎骨を歯槽部および骨体部でそれぞれ左
右の前歯部、臼歯部に分割し計6か所のCT値を
SimPlant　Pro（Materialize・Dental社）を用いて計測し
た。
【結果】BRONJ群の平均年齢62．50歳で、コント
ロール群では54．92歳であった。両群とも男性3名、
女性17名であった。BRONJ群の原疾患は乳癌、前
立腺癌、骨粗霧症、関節リウマチなどであった。主
な投与薬剤は、アレディア、ゾメタ、ベネット、ボ
ナロン、フォサマックであった。CT値はコントロー
ル群に比べBRONJ群が有意に高かった。
【考察】今回われわれはBRONJ症例に対し、　CT
値を計測し有意な差が認められた。CT値から難治
性のBRONJ発症リスクを評価できると思われた。
P3－42．
八王子医療センター訪問看護室の活動状況
（八王子・神経内科）
○田口　丈士
【はじめに】　八王子医療センターは東京都南多摩地
域南西部に位置し、周辺人口は80万人、621床・
25科からなる総合病院である。大学病院分院とし
て高度な医療を提供し、かつ地域の基幹病院として
の役割があり、教育研修病院として研修医の指導の
充実をはかっている。1996年に発足した八王子医
療センター訪問看護室の活動状況を報告する。
【活動内容】　自宅退院後、地域の訪問看護ステー
ションへ引き継ぐまでの3ヶ月間の病状観察・生活
指導・看護技術・社会資源の提供をおこなう。周辺
の看護学校からの研修生の受入れと教育もおこなっ
ている。訪問看護運営委員会を年1－2回おこなって
いる。
【スタッフ】　室長は2006年度まで植木彬夫教授（内
内）、2007年度から筆者が、そして2010年10月よ
り冨安朋宏助教（腎内）へ引継いでいる。訪問看護
師は3人体制で、現在は宮林（師長）、谷川（指導係）、
関谷看護学である。訪問エリアは片道20分までを
目安として、2008年度は八王子3km圏内14件、
同3－5　km圏内26件、同5㎞圏外23件、市外5
㎞圏内（町田・相模原）4件、市外5㎞圏外（上
野原・日野・多摩）6件であった。
【訪問介護状況】　過去5年間の実績：月別訪問看護
件数は月25－35人（延べ100－130件前後）、月訪問
延べ件数の合計は1，300～1，600件／年。患者年齢は
70歳代＞60歳代＞80歳代の順で、男性がやや多
かった。診療科別では呼内〉面外〉腎内が多く（2008
年度）、呼線・老年・循内は減少、腎内・耳鼻は増加、
脳外・神内・胸外の訪問件数は上位で安定していた。
処置件数では、創処置〉在宅酸素〉腹膜透析〉疹
痛管理〉三口の順で多かった（2008年度）。在宅酸
素は激減、腹膜透析は増加、疹痛管理・吸引器・在
（　23　）
2011年1月 第166回東京医科大学医学会総会 一　141　一
宅ターミナルの件数は安定して多かった。
【課題】　採算、急変時の救急対応（初期診療・受入
病床・末期患者の対応）、業務拡大などが今後の検
討課題である。
P3－43．
認知症高齢者における地域連携
～柏崎厚生病院の活動の歩みと課題～
（柏崎厚生病院、柏崎市東地域包括支援センター・
認知症連携担当者）
○西川　弘美、松田ひろし
　当院は昭和60年に開院し、昭和62年には認知症
高齢者における地域連携を重視し「無料ボケ相談」
を始めている。その後も平成元年　痴呆性老人専門
治療病棟（100床）開設、平成3年　老人性痴呆疾
患センター開設、平成20年　認知症疾患医療セン
ター（以下、医療センターと略）開設など、積極的
に認知症高齢者支援について取り組んできた。医療
センターは医師の他、ソーシャルワーカーも認知症
に関する受診相談や、行政と協同で公的機関へ出向
き「もの忘れ相談」を開いたり、「認知症講話」な
どの啓発活動を地域に出ておこなってきた。その結
果、住民や、地域で高齢者を支えるケアマネジャー
などのケアスタッフと医療センターとの問に「相談
しやすい環境」が整っていき、それは2度の地震や
水害の時に、認知症高齢者支援の「地域連携の速さ」
となって表れたと感じていた。
　上記は病院側から地域へ発信してきた活動である
が、今度は、地域で医療と介護の連携を図り認知症
高齢者を支える、という立場で、平成22年4月
法人内の柏崎市東地域包括支援センターに認知症連
携担当者が市からの委託で設置され、私が配属と
なった。これは認知症対策連携強化事業として平成
21年度から国内で実施されている事業であり、新
潟県内では2ヶ所目の設置である。主な業務内容と
して、1．地域におけるネットワーク体制の構築、2．
医療センターとの連携、3．地域包括支援センター
に対する支援、4．若年性認知症に対する支援など
があり、市内全域の地域包括支援センターやかかり
つけ医と連携して活動している。
　地域に立場を換えて活動を始めてみると、精神科
医療の早期受診の難しさ、その後の本人と家族を支
える為の医療と介護（福祉）の連携の難しさなどを
実感している。今後、個々のケースを集積していく
中で課題を分析し、あらゆる連携場面で活かせる様
になると思っているが、発表では事例を通し、課題
を紹介させていただく。
P3－44．
Japanese　Cancer　Screening　Policy　for　People　Af－
fected　by　the　Atomic－Bombs　一　Past，　Present　and
Future
（医学部三年）
○濱島　ゆり
（Background］　The　Japanese　government　has　provided
a　unique　health　care　service　to　hibakusha　一　those　radia－
tion　sufferers　affected　by　the　Nagasaki　and　Hi’roshima
atomic　bomb　attacks　in　1945．　The　hibakusha　health
handbool〈　issued　by　the　Japanese　government　allows
qualifying　hibakusha　to　have丘ee　public　health　checkups
and　cancer　screening．
（Objective］　I　describe　government－based　cancer
screening　for　a－bomb　survivors　while　showing　strength
and　weakness　of　the　system，　especially　for　children　of　a－
bomb　survivors．　I　also　explore　the　future　needs．
（Method］　I　give　an　overview　on　public　cancer　screen－
ing　for　‘hibakusha’　in　Japan　and　make　clear　the　differ－
ence　between　public　cancer　screening　and　that　on　the　ref－
erence　and　interview　survey．　The　MEDLINE　and
Igaku－Chuo－Zasshi　were　used　to　search　the　reference．
Through　some　interviews　（i．e．　the　obstacles　in　improving
participant　rate　of　cancer　screening　for　hibakusha　and
their　children）　with　doctors　in　healthcare　facilities　for　a－
bomb　survivors，　the　real　issues　today　are　examined．
（Results］　The　hibakusha　issue　is　presently　complicated
by　the　issue　as　to　whether　their　children　should　also　be
provided　with　public　cancer　screening．　A　recent　survey
（January　2009）　has　indicated　that　44　of　47　prefectures
conducts　no　cancer　prevention　programme　for　them．
Hiroshima　and　Nagasaki，　the　two　areas　most　affected　by
the　atomic　bomb　attacks　do　not　provide　these　services
but　instead　believe　screening　should　be　provided　for　and
paid　by　the　Japanese　government．　So　far，　the　govern－
ment　provides　free　basic　health　checkups　for　children　of
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